
東洋大学PPP研究センターは、世界で唯
一のPPP(Public-Private 
Partnership）の研究機関です。

PPPがもっとも効果を持つ領域として、
インフラ老朽化問題に取り組み、これ
までに多くの論文の発表や国や自治体
からの受託調査を実施してきました。

社会科学系の研究機関であるため技術
開発自体は行いませんが、技術の費用
対効果の可視化や、それを踏まえた地
域全体のインフラ所有管理形態の最適
化、そのための合意形成の方法の提案
を行います。

連絡先
東洋大学PPP研究センター
mlpppre@toyo.jp

東洋大学PPP研究センター
省インフラスキルマップ 合意形成ツール

どんなに優れた方法でも住民の合意形成が必

要。「反対は合理的に行われているので反論

も合理的に行う」との考え方に立脚して、米

国型の合意形成手法であるシリアス・ゲーム

やデリバレイティブ・ポリングを日本版にア

レンジして実施。合理的に合意を形成してい

く。

デリバレイティブポリング選択肢例

同投票結果

単純更新、大
規模改修では
なく、統廃合
を含む集約再
編案が過半数
の支持を得る。

拠点設定ツール

残すべきインフラを効率的に維持するために

は、拠点への集中投資が有効だが拠点の設定

が難しい。学校教育法のルールに基づいた学

校統廃合シミュレーションによって、地域内

に残すべき拠点の位置を明示。それを見なが

ら、公共施設の再編や土木インフラの重点化

を図ることができる。

学校統廃合シミュレーション事例

拠点のイメージ

費用対効果計算ツール

省インフラの多数の案を相互に同一条件で比較

するための方法として標準原単位方式を開発。

公共施設延床面積などを案ごとに決め、更新単

価、保全費率、使用年数などの他の要素につい

ては標準原単位を定めたうえで、1年当たりラ

イフサイクルコストで比較する方法。多数の案

の費用対効果を簡単に実施できる。

標準原単位方式

標準原単位方式を用いた比較事例
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